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英 国 会計規制にお ける パ ネル の 評価 と

今後 の 展 開に 関す るノ ー ト

加 井 久 雄

去声 論 説 句喜

1 . は じめ に

財務会計制度の特徴を示すの に, ｢ 発生主義｣ は ｢ 取得原価主義｣ と並んで最もよく用い られ

る用語で ある ｡ こ の ｢ 発生主義｣ は費用と収益の認識の 側面か ら財務会計制度を特徴づける も

の であ るが
,
産業革命以降の 企業資産に占め る固定資産の割合の 増大と信用取引の 増大か ら発

生主義が必要で ある とされ る
1

｡ 減価償却 , 貸倒 引当金の 設定な どに見られ るよ うに ,
発生主

義によ る財務諸表の 作成には作成者の 見積りあるい は判断を必要 とする｡

財務諸表 を作成する義務は経営者 にある こ とか ら, 財務諸表には経営者の判断が反映される ｡

こ の 経営者の 判断の重要性は ,
金融商品会計 (特に, 金銭債権につ い て の 貸倒見積高) , 繰延

税金資産 , 退職給付会計 ,
減損会計な どに見られるように , 増大傾向にある｡ 例 えば, 退職給

付会計に端的に見られ るように, ア クチ ュ アリ
ー

の アドバイ ス を受ける にして も, 最終的には

経営者の 判断によ っ て 退職給付に係る費用および負債の 金額が決定され る｡ こ れ ら の 金額を決

定するた めには , 割引率, 退職率, 死 亡率, 昇給率, 拠出資産の 期待収益率な どを見積 もる必

要がある｡ つ ま り, 会計処理
･ 表示を行なうため の将来予測の 必要性が増大 して い るが ,

将来

予測 には判断の 余地が多かれ少なか れある こ とか ら, 財務報告に経営者の判断が与える影響は

ますます増大して い る｡

した が っ て , 経営者の 判断の重要性が増すほ ど, 経営者判断の根拠を財務報告の 利用者に提

供する必要が あり , 経営者判断の根拠の 開示方法につ い て も基準が必要 とされ る｡ また , 経営

者の判断方法自体 にも
一

定 の枠をはめ る こ とによ っ て ,
財務報告の 比較可能性を高め る こ とも

必要である｡

こ の よ うな広範囲な内容を もつ 会計基準の遵守は満た され ねばならな い 前提条件で あり ,
こ

の条件が満た されて い な ければ , 利用者は財務報告を信用して意思決定を行なうこ とがで きな

い
｡ 本稿は , 会計基準の 遵守 を監視 し, 遵守を強制する機関として世界的に特異な存在で ある

Fi n a n ci al R e p o r ti n g R e v i e w P a n el ( F R R P と も略され るが ,
以下, パ ネル とよぶ) に つ い て , 英

国における会計規制フ レ ー ム の 動向を踏まえ つ つ , どの ような評価がな されてきた の か を確認

1

さ らに
,
今日で は , 有形 資産か ら無形資産 の 重要性が指摘 され て い る｡
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す る
2

｡ そ の 上 で
,
パ ネル の今後の役割 につ い て検討を加え る｡

第7 7 号 20 04 - Ⅰ

2 . 会社法の現代化

財務報告に際して経営者が行使 しう る判断の領域が大きい と次の ような問題 を引き起こす :

① 経営者に悪意はない も の の , 判断に妥当性を欠く ;

④ 不正はな い もの の , 財務諸表の 数値を誘導するために
, 経営者が悉意的に判断をする ;

④ 不正 を隠蔽するた めに
,
経営者が 窓意的な判断をする ｡

こ の よ うな リ ス クがある こ とか ら , 外部監査が行なわれて い る｡ エ ン ロ ン事件をき っ かけに

外部監査を担う公認会計士 あるい は監査法人の 企業から の 独立性の確保が重要な課題である こ

とを
, 改 め て 認識させ られ た ｡ 米国では

,
相当厳し い 内容を伴う規制改革が行なわれ たの は周

知の とお りである
3

｡

エ ン ロ ン 事件は米国以外の 国にも影響を与え , 英国も事件を重く受けて止めた ｡
エ ン ロ ン事

件以前に発生して い た英国企業の 不祥事 を受 けて
,
C a d b u ry R e p o r t ( 19 9 2) , R u tte m a n R e p o r t

( 1 99 4) , G r e e n b u 7 7 R e p o rt ( 1 9 9 5) , H a m p el R e p o r t ( 1 9 9 8) , C o m b i n e d C o d e o n C o r p o r a te

G o v e r n a n c e (1 99 8)
,
TTu r n b u ll R e p o r t ( 1 9 9 9) と い っ た コ

ー

ポ レ
ー

ト ･ ガバ ナン ス に関する報告

書が英国で公表され て い る
4

｡ ま た
,
E U にお ける会社法の 調和化プログラム をき っ か けに

, 莱

国 の競争力を高め る とい う観点か ら
,
1 8 5 5 年 の 有限責任法 ( LiI 血 e d L i a b ili ty A c t) 制定以来と

いわ れ る抜本的な会社法の 現代化に1 99 8 年か ら取り組んで い る｡

こ の 会社法 の 改革は
,
1 9 9 8 年 5 月 に

,
D T I ( D e p a r t m e n t o f T r a d e a n d ∫n d u s t ry ) か ら政府と

は 独立 の 組織 で あ る C o m p a n y L a w R e v i e w へ の 諮 問か ら始 ま っ た｡ そ の 後, c o m p a n y L a w

R e vi e w は 主 な もの だけで も
,
s t r a te g i c F r a m e w o rk ( 1 9 9 9) , D e v el o p i n g th e F r a m e w o rk ( 2 0 0 0) ,

C o m p l e ti n g th e S tr u c tu r e (2 00 0) , F i n a l R e p o rt ( 2 0 0 1) を報告 し て い る
5

｡ 財務報告に係る改革

案が検討 ･ 提案されて い るが
,
パ ネル を含む F R C 体制の 見直 しに つ い ては

,
次 の 段階で の 仕事

と位置づ けて い た
6

｡
こ の た め

, 英国に と っ て 幸運な こ とに
,
エ ン ロ ン ･ ワ ー ル ド コ ム事件後

の 米国の 改革を踏ま えた制度改革を行な う こ とが で きた ｡ 具体的な主な成果 と して は
,
C o -

o r di n a ti n g G r o u p o n A u di t a n d A c c o u n ti n g I s s u e s に よ る Fi n a l R e p o r t ( 2 00 3) お よび R e vi e w of th e

R e g u l a t o r y R e gi m e of th e A c c o u n ta n c y P r of e s si o n ( 2 0 0 3) が ある
7

o

1 9 9 8 年 に開始した会社法の現代化プロ ジ ェ ク トで は
,
多く の興味深い論点が取り上げられ て

2

本稿 で は, 会計基準を会社法の 会計 に関する規定 を含む意味で利用する ｡
3
ェ ン ロ ン事件後の 米国 の 対応全般 に つ い て は

,
八 田 (2 0 03) を参照o さ ら に, S a rb a n e s & O xl e y 法の 刑罰規

定の 厳 し さ につ い ては , 岸田発言 (特別座談会 (20 0 3)
,
13 6 頁) を 参照｡

4
これ ら の 報告書の 内容 を簡潔に ま とめ た も の と して

,
C G A A

,
F in a l R e p o rt, p .4 0 を参照o

5

これ ら の 資料はす べ て D T I の ホ ー

ム ペ
ー

ジ ( htt p :// w w w . dti .g o v . u k/cld /r e v ie w .h t m ) か ら入 手可 能で あ る.
6

c o m p a n y L a w R e vi e w S te e r l n g G ro u p , M o d e r n C o m p a n y L a w F o r a C o m p e titi v e E c o n o m y D e v e lo p i n g th e

F r a m e w o r k
,
5 . 41 を参照｡

7

こ れ ら の 資料も D T I の ホ ー ム ペ ー ジ (http :// w w w .dti .g o v . u k/ cld/p o st_
e n r o n .ht m ) か ら入 手可能 で あ るo
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い るが
,
こ こ で はサ ン ク シ ョ ンに つ い て簡単に触れて おく ｡ サ ンクシ ョ ンには , 刑罰, 民事賠

償な どの 法的サ ンクシ ョ ン とそ れ以外の 社会的サンクシ ョ ンが考えられ , サ ンクシ ョ ンを厳し

くするほ ど, 法令遵守の 程度を高め る こ とが でき る｡ しか し, 財務報告には経営者 の判断が大

きくかかわ っ てお り, 厳 し い サ ン クシ ョ ンは経営者に適切な判断より も無難な判断を誘導する

可能性が ある ｡
こ れ では財務報告の 目的を達成で きず に逆効果になる ｡

こ の ように , 単 にサ ン

ク シ ョ ンを厳 しくすれば良い わけで はなく ,
適切なサ ンクシ ョ ン の 組み合わせ を模索する必要

が ある
8

｡

3 .
パネル と T r u e a n d F ai r V i e w 規定

英国会計にお ける最高の 会計規範は ,
℡ u e & F ai r Ⅵ e w ( 以下

,
T F V ) で あ る ｡ こ の T F V を

示す の に必要な らば
,
企業は会計基準か ら離脱 した会計処理

･ 表示を行なうこ とが求め られて

い る｡ 田中 (1 98 3
,
4 3 頁) に よれば ,

T F V の 役割は次の とお りで ある :

① 最高規範を示す役割 ;

④ 会社法の 不備を埋め る
一

般原則と して の役割 ;

④ 個々 の規定の適否を判断す る規準 として の 役割｡

E C 指令 の 国内法化により , 会社法自体の 会計規定が充実 した こ とと, 1 9 8 9 年会社法により , 会

計基準に法的な支持が与え られたこ とによ り, ④の 役割は極めて 小 さ い とい え よう
9

｡
こ の た め,

具体的な T F V の 役割 として は④とい うこ とになる ｡

英国に特有 の規定が T F V に 関する規定で あ る の に対 し, 会計規制機関の 国際比較の 観点か

ら
, 英国に特有の 機関がパ ネルで ある ｡

パ ネ ル は D e a ri n g R e p o rt の 勧 告 を 受 け て ,
199 1 年 に 創 設 さ れ た機 関 で あ り ,

F i n a n ci al

R e p o r ti n g C o u n c
il ( 以下

,
F R C) の 下部組織で ある｡ パ ネル は公開企業と大規模私企業の 財務

諸表が会計基準 を遵守 して作成されて い るか を検討し, 違反 して い る場合には ,
当該企業に財

務諸表の 修正 を求め, 企業が修正 に応じない 場合は , 裁判所 に修正 命令を求め る こ とがで き る｡

こ れ まで の と こ ろ
,
裁判に至 っ た事件はな い ｡ パネルが調査 した案件の うち, 実際に企業に修

正 を求め て解決した も の に つ い て は, パネル は p r e s s n o ti c e を公表する
10

. F e a rn 1 e y et al ( 2 0 00)

は こ の パ ネル に関する最も包括的な研究成果で ある｡ 主要な結果を紹介 しよう｡

F e a m l e y e t al ( 2 0 0 0) は そ の 当時利用可能であ っ た54 の p r e s s n o ti c e を分析 し, 全部で
8 3 の 問

題が取り上げられた と して い る｡ そ れ ら の 問題の 性質を評価するために ,
次 の 6 つ の カテ ゴリ ー

を設けた
11
:

8

詳 しく は ,
C o m p a n y L a w R e v ie w S t e e rin g G r o u p か ら公表 され た c o m p leti n g th e St r u c t w e , C h a pt e r 1 3 お よ び

F in a l R e p o rt , C h a pte r 1 5 を参照o
9

田 中 (19 8 3) , 43- 4 頁を参 照｡
10

詳 しく は ,
パ ネル の ホ

ー

ム ペ
ー

ジ ( http :// w w w .fr c . o r g . u k/fr rp /) を参 照｡
ll
F e a r n le y et al (2 0 0 0) , pp .2 4- 5 か ら 引用 ｡
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. 認 諾 ( R e c o g n i ti o n )- グル

ー プ (g r o u p ) は グル
ー プ ･ エ ンテ ィ テ ィ の境界とグル

ー

プ計

算書に含め られ る べ き項目の性質に関係がある (例えば
,
あ る会社は子会社もしくは準子

会社 (q u a si
-

s u b sid i a ry) で ある こ とを理由にグル
ー

プ計算書に含めるか ? ) 0

2
. 認 諾 (R e c o g n i ti o n) 一要素 ( el e m e n t) は ある要素 (例えば, 資産また は負債) の 勘定で

の 認識 と実質に応じた諸要素 へ の 取引の配分 (例えば
,
マ ー ケテ イ ング コ ス トは資本化す

る べ きか
,
そ れ とも

, 費用 として処理する べ きか ? ) に関係がある ｡

3 . 厳君 ( M e a s w e m e n t) は 勘定 の あ る要素に付す べ き価値に関係が ある (例えば , 買収 の

対価は会計基準に したが っ て適切に計算されて い るか ? ) 0

4 ･ 者解 ( o m i s si o n) と は財務諸表に情報を含め る こ とが できて い な い こ とを い う (例えば
,

キ ャ ッ シ ュ
･

フ ロ
ー

計算書を含んで いな い) 0

5 . 分 磨 ( cl a s sifi c a ti o n) とは財務諸表の ある特定の 要素内に諸項目を分類する こ とを い う

(例えば
,
レ ン タル目的の 資産は固定資産それ とも流動資産に分類す る べ きか ? ) 0

6 . 屠示 (D i s cl o L W e) と は財務諸表に直接には影響を与えない 財務諸表 の情報内容上 の 欠

陥をい う｡

こ の よ うな カテゴリ
ー

を設け
,
さ ら に

,
期間を前半 (19 9 2 年か ら199 5 年) と後半 (19 9 6 年 か

ら20 00 年 6 月) に分けた上で
, p r e s s n o ti c e で 触 れ られ た問題を次図の よう に要約 して い る｡

表 1 パネルが取り上げた問題の要約

p r e s s n o ti c e s 1 9 9 2 年か ら 1 99 6 年以降の

全て 1 99 5 年の

p r e s s n o ti c e s

p r e s s n o ti c e s

カ テ ゴリ ー

N o . % N o . % N o . %

認識 - グル
ー

プ 4 4
.8 2 3 6 . 2 5 1 2 . 8 6

認識一要素 6 7 . 23 1 2 . 0 9 5 1 4 . 2 8

要素 の 定義と測定

(注 1 )

1 1 . 2 0 0 0 . 0 0 1 2 . 8 6

測定 1 2 1 4 . 4 6 9 1 8 . 7 5 3 8 . 5 7

省略 4 4 . 8 2 4 8 . 3 3 0 0
.
0 0

分類 2 1 2 5 . 3 0 1 3 2 7 . 0 8 8 2 2
. 8 6

開示 3 5 4 2 . 1 7 1 8 3 7 . 50 1 7 4 8
. 5 7

合計 83 1 0 0 . 00 4 8 1 00 . 00 3 5 10 0 . 0 0

注 1 - こ の カ テ ゴ リ ー

は 要素の 定義 と測定の 両方 に関係す る｡

注 2 - ひ とつ の p r e s s n o ti c e が 複数の 問題 を取り 上げて い る 場合が あ る｡

出所 : F e ar nl e y et al (2 0 0 0) , p .3 7 ,
T a ble 4 . 1 .
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開示が , 前半期の 37 . 5 0 % か ら後半期には48 . 57 % と増加傾向にある｡ こ の こ とか ら, パネル

は些細な問題を取り上げて お り, よ り重要な問題を取り上げる べ き ,
とい う批判がな されて い

る
1 2

｡ こ の 批判にパネルは反論 し, 重要な問題が あるな らば告発が あるはずで ,
パネル は重要な

問題を取り上げて い ると主張して い る
13

｡

こ こで ｢ よ り重要な 問題｣ と い う の は, 認識, 測定, 重要性な どの 問題で あるが ,
こ れ ら の

問題は, 企業とそ の 監査人以外の 者が 問題で ある こ とを知覚するの が難 し い だろう｡ パネル は

告発を受け付けるが ,
告発が ない 場合に ,

｢ よ り重要な問題｣ の 知覚をパ ネル に求め る の は過大

な期待で ある ｡ 財務諸表の 作成における予測の 重要性が 増大 し, さ ら に, T F V 規定によ っ て ,

経営者の 判断が財務報告 に与える影響は大きい ｡ 経営者の 判断の 妥当性 を判断するには ,
経営

者 と同程度の 情報 を持つ 必要が あるだろ う｡ 実際, 独立性 を損な う危険性が あるに も係 らず,

コ ン サルテ ィ ング業務 を通じてク ライア ン トを理解する こ とになり, 引 い ては ,
有効な監査 に

つ なが る
,
とい う主張が ある. ま た ,

わ が 国において ロ
ー テ ー シ ョ ン の 期間に つ い て も

,
有効

な監査を行なうた めには ,
学習期間が必要であ り, 短期間の ロ

ー テ ー シ ョ ン では有効な監査を

実行する こ とがで きない , とい う主張がなされて い る
14

｡

F e a m l e y e t al (2 00 0) は ,
T F V に係る問題と して ,

T r af al g a r H o u s e ( p r e s s n o ti c e d at e は19 92

年10 月1 5 日) と P e n t o s (p r e s s n o ti c e d a t e は1 9 9 4 年 2 月1 1 日) を指摘 して い る
1 5

o
こ れ ら以 降

,

T F V に係る p r e s s ｡ o ti c e が な い が ,
こ の 理解の仕方と しては三 つ あるだろうo 第

一

は
,
T F V の 重

要性が主張されて い るも の の ,
実際には機能して い な い の で , 問題 にな らない , とい う理解で

ある｡ 第 二 は ,
T F V は 利用され て い るが

,
経営判断に踏み込む必要の ある問題をパネル が避け

る ようにな っ た ,
と い う理解で ある｡ 第三 は ,

T F V 規定を忠実に遵守 して 個別の 会計基準か ら

離脱をするとパ ネル による摘発を受ける こ とか ら , 会社が離脱を行な わな い ようにな っ た, と

い う理解で ある ｡

第
一

の 解釈 の 妥当性は大きな論点で あ り, 本稿 で は触れ な い ｡ 第 二 の解釈が妥当とした ら,

こ れ も問題か もしれな いが ,
パネル の 人的 ･ 資金的な制約を考える と T F V に係る問題を避けて ,

よ り明確な会計基準違反問題 をパ ネルが取り上げる の は ,

一

つ の 合理的な行動とい えよ う｡

本来離脱が必要な の にも係らず, パネル の 摘発を恐れて 離脱が行なわ れな い の であれば ,
こ

れも問題で ある ｡ 英国会計の 良き伝統を減退させ る こ とになる ｡
こ の 点に閲し, F e a m l e y e t al

( 2 0 00 , p p .44- 5) は テ ク ニ カル
･ パ ー トナ ー

へ の イ ンタビ ュ
ー を紹介 して い る o こ の テ ク ニ カ

ル ･ パ ー トナ
ー

は , 単 に個別の 規則を遵守すれば T F V を示すわ けで はなく ,
T F V を示して い る

か どうか を常に考えて い ると い う . そ して
,
ア メ リカ の 会計規制フ レ

ー ム を規定 の集合体 と し

12
F e a rn 1 e y e t al (2 0 0 0) , p p . 2 51 6 を参照｡

13

例え ば, F R C (2 0 0 2) , A n n u a l R e vie w , p . 5 9 を参照｡
14

奥 山発言 (特別座談会 (20 0 3) , 1 42 頁) 0
15

実際 には
,
財務報告上 の 問題が , 個別 の 会計規定の 解釈 の 問題な の か ,

重要性の 判断の 問題な の か ,
そ れ と

も
,
T F V 規定に よ る離脱 に関す る問題な の か を判断する の は難 し い で あ ろ う｡
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て の G A A P を 遵守 して いれば T F V を示 したこ とにな るシ ス テム で ある とし
, 英国とは異なるも

の として い る
16

｡ そ の 上 で
,
パ ネル の活動は , 英国の 会計規制 フ レ ー ム ワ ー ク を ア メリカ的な規

制フ レ
ー

ム ワ ー ク に誘導す る可能性が ある と懸念を表明 して い る｡

こ の ように
,
パネル の 摘発事例か らは T F V の 役割 の三 つ 目

,
つ ま り

,
個 々 の 規定の 適否を判

断する規準 として の 役割を期待する声が ある も の の , 実際 の機能面ではそ の有効性に疑問が残

る
｡

4 . パネル の影響

先にみた よ う に
,
パネル に対 し て , 批判 ･ 懸念が ある も の の

, 英国 の会社法の 現代化プロ

ジ ェ クトの
一

連 の文書では , p r e s s n o ti c e の 数 など の 明示的な数量デ
ー タだけでな く , 抑止効果

も考慮する べ きと し
,
/ 1
o

ネル を高く評価して い る o
こ の評価は妥当であろうか ｡

F e a r nl e y e t al

(2 00 0) の C h a p te r 5 で ,
パ ネルが財務報告の質 に与える影響に つ い て次 の よ うな検討を行な っ

て い る :

① p r e s s n o ti c e で 取 り上げられ た会社 へ の 影響

i 証券市場の 反応

ii マ ス コ ミ の反応

iii コ ス ト

④ p r e s s n o ti c e が他 の会社の 会計方針に与えた影響

④ 監査人 へ の影響

i 監査法人 へ の影響

ii 監査人から クライア ント へ の 影響

iii 会計規制の 解釈 へ の パネル の 影響に つ い て の 見解

順次 ,
こ れ らの 内容 を紹介 し, 若干 の検討を加える｡

4
.
1

. p re s s n otic e で 取り上げられた会社 へ の影響

証券市場の反応

Ⅲin e s
,
M c B ri d e a n d P a g e (1 9 99) に よ る証券価格を利用 した研究で は

, p r e s s n o ti c e の 公表に

よ っ て 証券価格 に有意な変化は見 られなか っ た ｡ 問題 の ある財務報告が行なわれ てか ら
, p r e s s

n o ti c e が 公表 され る までパ ネル は時間を掛けす ぎて い る
,
と い う批判が ある

1 7

｡ した が っ て
,

p r e s s n oti c e の 公表が証券価格 に影響を与え て い な い と して も, パ ネル の 活動が調査対象企業の

Ⅰ6

単な るJ L 証 を超 え て
,
厳密 に英国 と米国 の 間 に相違が あ る の か に つ い て は論争が あ るo 例え ば, A le x a n d e r

& A r c h e r (2 0 00) と N o b e s (2 0 0 3) を 参照 ｡
1 7
F e a 血 e y e t al (2 0 0 0) , pp . 3 0- 5 を参照｡ 同書 によ る と, 平均で30 6 . 1 日

,
メデ ィ ア ン で32 2 日 の 日数が 財務報告の

公表か ら p r e s s n o ti c e の 公表ま で掛か っ て い る ｡ こ の 点に つ い て は, 調査 の 対象 とな っ た 企業が p re s s n o ti c e の

公表に よ る自社へ の 影響を最小 限にする た め に意図的 に調査 に時間を掛け さ せ て い る と考え る こ と もで き る｡
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証券価格 に影響 を与えて い な い こ とを意味しな い の で ,
こ の研究結果は限定的な 意味しか持た

な い こ と に留意する必要が ある｡

マ ス コ ミ の反応

会計基準の 違反を減 らすた め には, 違反事例 を周知する こ とが重要で ある ｡ 周知をはか る手

段と しては , p r e s s n o ti c e
の 公表が あるが

,
マ ス コ ミ によ る報道 ( パブリシテ ィ) が より効果的

で ある｡ し か し
,
パネル の 創設当初 こそパ ブリ シテ ィが あっ たも の の , p r e s s n o ti c e を公表して

もほ とん どパブリシテ ィが な い の が現状で ある
1 8

｡

コ ス ト

パネル の 調査対象とな っ た企業は ,
役員以下, パ ネル ヘ の 対応に時間を含む意味で の 膨大な

コ ス トを負担する こ とになる
1 9

｡ パ ネル へ の 対応 には , 監査人 と弁護士 へ の相談 を要 し, こ れ ら

プ ロ フ ェ ッ シ ョ ン に対する コ ン サ ルテ ィ ング費用も重い負担となる ｡

4 . 2 . p r e s s n o ti c e が他の会社の会計方針に与えた影響

F e a r nl e y e t al ( 2 0 0 0 , p p .5 5- 9) は 三 つ の p r e s s n o ti c e を取 り上げ, そ れ ぞれ の p r e s s n o ti c e で

取 り上げ られ た会社と同
一

の 産業に属する合計で3 9 社 の会計方針の 変更 につ い て調査 した｡ 調

査対象企業39 社 の うち, 関連する p r e s s n o ti c e の 公表後
一

年以内に会計方針を変更した企業は 3

社で あっ た ｡ 彼 らは , p r e s s n o ti c e に 弱 い な が らも抑止力が ある と結論づ けて い る｡

しか し
,
こ の結果の 解釈 も慎重に行なう必要が ある ｡ p r e s s n o ti c e が 公表されて も, p r e s s n o ti c e

で 違反と判断された処理を行な っ て い な い 企業は会計方針を変更する必要がな い ｡ 単 に p r e s s

n o ti c e で 摘発され た企業と同
一

の 産業に属する企業 を調査対象 とする の では なく, パ ネル の 見

解 に反す る処理を して い る企業が p r e s s n o ti c e の 公表後に会計方針 を変更したか どうか を検討

す る必要がある｡ パネル に反する処理をして い た企業が 3 社でそ の す べ てが会計方針を変更し

た の で あれば, パネル の抑止力は大き い と判断する べ きであろう し, 違反し て い る企業数に比

べ て会計方針を変更した企業数が少な ければ, パ ネル の 抑止力は小 さ い と判断せざるをえな い

だろう｡

F e a rn 1 e y e t al ( 2 0 00 , p .6 0) は J u p e & R u th e rf o rd (1 9 9 7) に言及して い る .
J u p e & R u th e rf o rd

( 1 9 9 7) は キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ
ー

計算書 に関する F R S l の 遵守状況を調査 した｡ そ れ によ る と,

F R S l が 定め るキャ ッ シ ュ
･

フ ロ
ー

計算書の様式か ら の 多く の 重要な逸脱が観測 され た
2 0

.

1 9 9 3 年 9 月24 日付けの p r e s s n o ti c e で キ ャ ッ シ ュ
･

フ ロ
ー 計算書の分類が 問題 と して取り上げ

られるな ど, パ ネル も
一

定 の対応を取 っ たも の の , F R S l の 適用初期の違反を防止する こ とが

1 8

F e a r nl e y e t al (20 0 0) , p p . 5 0-4 を参照o
19

F e a rn 1 e y e t al (2 00 0) , p . 5 4 を参照｡
20

しか も
,
監査報告で の 言及 も な い ｡
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で き な っ た と い えるか も しれな い
｡
しか し, こ の結果 の解釈にも注意が必要である｡ なぜなら

ば
,
適用初期で あっ た ために , 基準書の 理解が企業 ･ 監査人に十分に理解されて い なか っ た と

考え られ ,
必ず しも/t

o

ネル の 抑止力が なか っ たと い う こ とにはならな い ｡ しか も
,
こ の 時期は

パ ネル の 創立後間もな い 時期で もある｡

4 . 3 . 監査人 へ の影響

パネル は監査人に対する直接的な権限は も っ て い な い ｡ しか し
,
パ ネル は監査法人 に次の 二

つ の 意味で影響を与え る｡

一

つ は
,
パ ネル の 存在によ っ て 監査法人の クライア ン トに対する交渉力が増大する ｡

こ れ は
,

問題 の ある会計処理 ･ 表示 の 変更を監査法人が クライア ントに求め る際, 修正 に応じなければ

パ ネル による調査を受 け, 多大な コ ス トを負担する こ とになる として ク ライ ア ントを説得する

武者引こな る｡

二 つ 目は
,
評判 ･ 名声を保持するため に

,
ク ライ ア ントに対 して毅然 とした態度で望む必要

性が増す｡ パ ネルが存在しな い 場合を考 えてみる ｡ も し も
,
監査人が ク ライ ア ントと の関係が

悪化 して , ク ライ アン トが監査人 を変更する, ある い は ,
マ ネジメ ント ･ コ ンサ ルテ ィ ング契

約を打ち切る と
,
監査人自体の 経営状態が悪化する ｡ こ の ため, 監査人 が クライア ントの主張

に安易に要協する危険性が ある ｡

で は
,
パ ネルが存在する現状を前提 としよう｡ 監査人 が適性意見 を表明した財務報告がパ ネ

ル の調査を受け
,
最終的に企業が財務報告を修正 した と しよう｡ こ の 企業の 監査人の 評判

･

名

声は傷 つ く ｡ そ うする と
,
パ ネル の 調査対象とな っ た ク ライ アントだけで なく

,
他 の ク ライア

ントも こ の 監査人は失う こ とになりか ねな い ｡ したが っ て , 評判 ･ 名声を保持するために
,
監

査人が ク ライア ン トに対 し て毅然 とした 態度で望む と予想され る｡

ど ち ら の 意味で も
, 特 にp r e s s n o ti c e で 指摘された問題に つ い て は ,

監査人の クライアン トに

対する立場を強くするだろう ｡ で は
,
F e a r n l e y e t al (20 0 0 , p p .

6 0- 7) を見てみ よう｡

監査法人 へ の 影響

F e a 皿1 e y e t al (2 0 00) は企業の財務担当役員 と監査法人の テ ク ニ カル
･ パ ー トナ ー ヘ の イ ン

タビ ュ ー 結果 を引用 して い る｡ どちら も, パ ネル によ っ て クライア ントに対する監査法人の 交

渉力が増 した として い る
｡
さ ら に

,
パ ネル によ っ て監査人は直接の 統制を受けない も の の , 専

門会計団体か ら の統制を受ける こ とか ら
,
監査人は クライア ントがパネル の 調査を受けな い よ

うに動機付けされて い る と い う｡

また
,
20 00 年 6 月 まで に54 の p r e s s n o ti c e が 公表 され たが ,

こ の う ち
,
当時 の Big 5 が 関与し

た の は3 2 . 5 件
21

( 6 0 . 2 % ) で あり, 2 4 の 監査法人が 関与して い た ｡ こ の うち
,
1 3 件で監査人の変

21 一 件が 合同監査で あ っ た た め｡
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更 があり , p r e s s n o ti c e
の 公表が比較的高い頻度で監査人の 変更を もたら した こ とが わか る｡ そ

の 内訳は , 次の とおりで ある ｡

表 2 p r e s s n o ti c e に よ る監査人の変更

監査人の変更 p r e s s n o ti c e
の 件数

Big 5 か ら そ の他 の 監査法人 へ の変更 5 件

そ の 他 の監査法人か らB ig 5 ヘ の 変更 8 件

出所 : F e a 皿1 e y e t al (2 00 0) , p .60 よ り作成｡

も ち ろん
, イ ンタビ ュ

ー に よ る証拠を
一

般化する の は危険で ある o
F e a r n l e y e t al ( 2 0 0 0) は

比較的広範囲に渡るアンケ
ー ト調査を実施し

,
そ の 結果 を報告 して い る . 次 にそ の 結果を紹介

し
, 検討を加えよ う｡

監査人か らク ライ アント ヘ の影響

F e a mi e y e t al (2 00 0) は F R R P の 調査対象企業となる ク ライア ントを有する監査法人に , ク

ライアン トとの 関係にパネル の影響があるか を問う質問表を送付した｡ 15 4 通 の 質問表を送付し

たが
,
有効回答は64 通 であ っ た｡ B i g 5 全 て か ら回答 を得て い る ｡ 監査法人の 規模を無視 した

総計で み る と
,
パ ネルが クライア ントと の 関係に影響 を与えたとする回答数は軽微で ある ｡

しか し
,
F e a r n l e y e t al ( 2 0 00) は監査法人の規模別の 内訳 も示 して い る の で ,

こ れも紹介す

る｡ 有効 回答の あ っ た監査潅 人を規模 の 大 き い 順 に ,

"

B ig 5
"

,

"

G r o u p A
"

,

"

N a ti o n al A u di t
"

,

"

R e gi o n a
l A u dit

' '

,

"

L o c al
"

と グル
ー

プ化して い るo B i g 5 は パ ネル の 影響が大 き い こ とを意味す

る回答を して い る の に対 し, R e gi o n al A u di t と L o c al に属す る監査法人の ほ とんどがパ ネル の影

響を認めて い な い ｡
G r o u p A と N a ti o n a l A u d it は これ らの 中庸で ある ｡

つ ま り
,
監査法人の規模

が大きい ほど
,
パネル の影響が大き い と認識して い る の で ある ｡

会計規制の解釈 へ の パ ネル の影響に つ い て の見解

上で見 たように
,
監査法人の 規模が大きい ほ ど, パ ネル によ っ て クライア ントに対する交渉

力が増したと認識されて い る o
しか しなが ら, F e a rn l e y e t a l ( 2 0 00) は次 の よ うな内容の 懸念

を紹介して い る :

① 会計プロ フ ェ ッ シ ョ ンの 権威がパ ネル によ っ て奪われ る ;

④ 英国の 規制 フ レ ー ム ワ ー ク が よ り記述的な方向に進む ;

④ 企業は 問題の ありそ うな事柄 を開示するの ではな く , 隠そ う とする｡

英国にお いて は ,
会計プロ フ ェ ッ シ ョ ン によ る自主規制を尊重 して きた ｡ 大陸法諸国や米国

と比 べ て 会計基準が記述的でなく ,
不明瞭である こ とは ,

T F V を 示す上 でむ しろ利点と考えら
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れ
, 英国 の会計プロ フ ェ ッ シ ョ ン の 自信を示すもの であ っ た｡ しか し

,
パ ネル を含む F R C 体制

が粉飾決算の 抑制, 取引の 高度化 ･ 複雑化
,
E U 域内で の会計基準の統

一

化 な どを背景に して誕

生 ･ 拡充して い る こ とを考えれば
,
上記 の 懸念の うち

, ①と④はパネルが 直接原因とい うよ り

は
,
パネル が生み 出された背景か らすれば当然の 帰結で あろう｡ また

, ①に関して は, 一

般 に

言わ れる こ とと, そ の 内実を分けて考え る必要が ある ｡ こ の 意味で次の 田中 (19 90 , 4 7 頁) の

主弓長は参考にな る｡

イギリス の会計実務に対する規制機関は , 形式的にはプライベ
ー

ト ･ セ クタ ー である

が , そ の 実態は政府の エ ー ジ ェ ントに近い 存在で ある｡ 政府 の意向を無視すれば法の 規

制が 加え ら れ 専門家集団 として の威信や プライ ドに傷が つ きか ねな い ｡ 彼 らは結局
,

政府 の 意向の枠内で しか行動で き な い の である｡

さ ら に
, ④に関しては , 内部統制と監査委員会を中心 とするコ

ー

ポ レ ー ト ･ ガ バナ ンス の 有

効性 と併せ て議論す べ き課題で ある｡ コ ー ポ レ ー ト ･ ガバ ナンス に つ い て は
,
c o m b i n e d C o d e

o n C o rp o r a te G o v e r n a n c e が20 03 年 7 月 に公表された｡ 同年1 1 月 からは ,
こ の コ ー ドが ｢ 国内の

証券取引所に上場 して い る企業が準拠す べ き 『上場規則』( Li s ti n g R u l e s) に付随し, 同規則第

12 章 ｢財務情報｣ パ ラグラム12 . 4 3 A に よ り
, そ の遵守が事実上求め られて い る｣ ( 日本会計研

究学会特別委員会(20 0 3) , 2 7 頁) 0

4 . 4 . 小 指

本節では
,
F e a r nl e y e t al (2 0 0 0) の 調査結果 を紹介する とともに, そ の検討を行な っ た ｡ パ

ネルは経済的影響が大きさ を勘案 し, 比較的規模の 大き い 企業の調査を行な っ て い る ｡ こ れ ら

の 企業の 監査人 の は とん どは Big 5 .( 現在は Big 4) で ある ｡
パ ネル によ る調査が企業に与え

る間接的なコス トの 大きさには検討の 余地が大きい も の の
,
企業に多大な直接的な コ ス トを負

わせて い る こ とが明らか になっ た｡ こ の ため
,
パ ネル の 調査 を受ける可能性が高い大規模な企

業 とそれ らをク ライ アン トとす る B ig 5 (現在は B ig 4 ) に と っ て は ,
パ ネル の 影響が大き い

と い え る｡ しか し
, 相対的に規模の 小 さ い会社お よびそ の監査人で ある中小規模の監査法人に

と っ てはパ ネル の影響は軽微である と い えよう｡

5 . 消極的活動か ら積極的活動へ

英国では ,
エ ン ロ ン事件 ･ ワ

⊥
ル ドコ ム事件を受けて会計規制フ レ

ー ム ワ ー

ク に つ い て の 諮

問を ,
C o- O r di n a ti n g G r o u p O n A u d it A n d A c c o u n ti n g l s s u e s ( C G A A) が D T I 大 臣と大蔵大臣

(th e C h a n c ell o r o f th e E x c h e q u e r) か ら受けた｡ そ の 後, 200 2 年 7 月 に 中間報告書を, そ して
,

2 00 3 年 1 月 に最終報告書を D TI 大臣と大蔵大臣に提出して い る0
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c G A A の 中間報告書と最終報告書 の 内容は多岐に渡るが , 本節で は ,
パ ネル の活動姿勢 にか

かわ る点を紹介する ｡

パ ネル は 基本的 に第三 者か ら の 告発 お よ び新 聞報 道 に基づ い て 調査 を 開始 する 消極的

( r e a c ti v e) 活動を行な
.
う機関で ある ｡ こ の 点に閲し

,
中間報告書はよ り積極的活動 (p r o

-

a c ti v ity)

を 行なう必要があると し, パ ネル に検討を要請 した ｡ 中間報告書 (段落6 . 9) は , 米国 の S E C ほ

どで はな いが
,
パネル 自らが 問題 の ある財務報告を発見する こ とを期待 して い る｡ こ の要請に

対して, 積極的な活動に転換する こ とで過大な期待 (す
べ て の 違反をパ ネルが摘発で きる と い

う期待) がパ ネル に寄せ られる こ とを懸念 しつ つ も, パネルは提案を基本的に受け入れる と し

て い る
2 2

｡ s E C の よ うに活動するには財政的な制約が ある こ とか ら, F i n a n ci al S e r v i c e s A u th o rity

( F S A) な どと連携 しつ つ ,
リス ク評価 に基づくサ ンプリ ング調査によ っ て 違反の 摘発を行な う

と して い る
23

｡ ま た
,
税務当局で あるI n l a n d R e v e n u e か らパ ネル ヘ の 情報提供が可能になる よう

に
, 検討が行なわれて い る

24

｡

こ の 消極姿勢か ら積極姿勢 へ の転換と共 に, パ ネル の調査対象が拡大 して い る ｡
こ れ ま で パ

ネルは年次財務諸表だけを調査対象と して い るが ,
C G A A の 勧告では

,
中間財務報告 取締役

の 報告書 ,
O F R ( O p e r a ti n g a n d Fi n a n ci al R e vi e w s) など

の 開示が要求されて い る全て の 財務情

報が調査対象 となる ｡

会計基準違反摘発に閲し, 消極的な活動を行なう機関と して の パネルは ,
B ig 4 の ク ライア

ントに対 して抑止力を発揮してきたと評価して もよ い だろう｡ しか し ,
積極的な違反摘発 ･ 会

計基準 の強制機関と して ,
O F R の よ うな質的情報の調査 を含む拡大 した社会か ら の 付託に応え

られる の かは別途考慮す べ き課題で ある ｡ さ ら に
,
懸念が表明されて い るように, パネル の 機

能拡大が英国の 財務報告の 良き伝統 とされ る T F V の 形骸化 を促進す るの か も検証す
べ き課題

で ある｡

6 . お わり に
- パネル の今後を検討するための 視点

-

パ ネル の改革の妥当性を判断するには ,
パ ネル の活動を今後 も観察するの が必要であ る こ と

は い う まで もない が ,
大 きく分けて 二 つ の 観点か ら の 研究が有用であろう ｡

一

つ は
,
規制 フ レ

ー

ム ワ
ー

ク 全体 の 中で の パ ネル の 位置づけの研究で ある ｡ 二 つ 目は ,
国際比較研究で ある｡

一

つ 目 の 研究視点につ い ては ,
財務報告か らビジネス ･ レポ

- テ ィ ング へ と い う大きな流れ

の 中で
25

,
パ ネル は企業の外部報告の 信頼性を確保するた め の 大きな仕組みの

一

部 である こ とを

忘れて は い けな い . 規制 フ レ
ー ム ワ ー ク に係る様々 な組織 ･ 機能 の 相互作用の 中で ,

パ ネル を

22

F R C ( 20 0 2)
,
A n n u a l R e vi e w , p p .61- 3 を参照o

23

F R C (2 0 0 3)
,
A 'in u a l R e vi e w

, p p .5 5- 6 を参照o
24

F R C (2 0 0 3) , A n n u al R e vi e w , p .2 2 を参照o
25

古庄 (20 0 1) を参照｡
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評 価 す る 必 要 が あ るo 特 に 注 目 す べ き 点 は ,
R e v i e w o f tb e R e g u l a t o ry R e g i m e o f th e

A c c o u n t a n c y P r o f e s si o n に よ る20 03 年 1 月 の報告書を受けて
,
F R C の 役割が増大 して い る点であ

る
｡ 新 し い F R C 体制で は

,
従来 の A S B とパ ネル (F R R P) に加えて

,
P r o f e s si o n al O v e r si g h t B o a rd

f o r A c c o u n t a n c y ( P O B A) , A u di ti n g P r a c ti c e s B o a rd ( A P B) , A c c o u n ta n c y I n v e s tig a ti o n a n d

D i s ci pli n e B o a rd ( A I D B) が 新たに F R C の 下部組織と して設置された ｡ 規制 フ レ
ー ム ワ ー

ク全

体は と もかく
,
少なく とも

, 新た な F R C 体制全体の 相互作用の 中で
, 強制機関と して のパ ネル

の 役割を検討する べ きで ある｡

英国では規制改革にあたり , 詳細な規定では なく原則を重視する
,
と い う こ とが強調され て

い る
26

｡ 詳細な規定か
,
そ れ とも

, 原則か ,
と いう 二者択

一

が本質的な論点で はない ｡ 詳細な規

定によ る弊害が米国会計に対 して指摘され て い るが , 他国に先駆けて包括的な概念書を生み 出

したの は米国で ある こ とを忘れて は い けない ｡ 投資家に比較可能な財務報告を提供するため に

は
,
概念書 (原則) だけで なく , 詳細な規則 ･ ガイ ドラインが必要なの である

27

｡

E U は2 0 05 年 に国際会計基準を採用する予定で ある｡ そ の ため
,
/ 1
o

ネル は上場企業の 連結財務

報告 につ い て国際会計基準の 強制を担う こ とになる｡ 詳細な規定による弊害が指摘される米国

の基準設定機関で ある F A S B とI A S B は2 00 2 年 に会計基準を収赦 させる こ とに合意 して い る ｡ そ

うする と
, 米国 の規制フ レ

ー ム ワ
ー

ク の ように詳細な規定を設ける方向にIA S B が 進む場合に
,

英国 の会計制度は どの ように対応する の であろ うか ? 強制機関で あるパ ネル の 役割を考える

際, 米国 の会計規制に関する研究成果を利用する こ とで有意義な示唆を得る こ とがで きるだろ

う｡

第 二 の 視点は , 国際比較で ある ｡ す で に米国の 会計規制研究を参考にす べ きで ある こ とは迷

べ た｡ 国際会計にお い て比較的似て い る とされ るオ ー

ス トラリア
,
ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

, 南 ア フ

リカ
,
カナダの 制度との 比較研究 も有用であろう｡

さ ら に
, 英国の パ ネル は E U お よびそ の 加盟国 (特に , ドイツ と ス ウ ェ ー デ ン) か ら注目さ

れ て い る
2 8

o 特 に, 法規制ア プロ ー チ に閲し, 英国と対極に位置す る とい われ る ドイ ツにお い

て
,
E C 第 4 指令によ る T F V ･の 国内法化 の展開と共 に, どの よ うな形式と内実 をも っ てパ ネル

が制度上位置づ けられる の か
,
興味深い ｡

最後 に, わが国で は
,
平成16 年 4 月 に金融庁に ｢ 公認会計士 ･ 監査審査会｣ ( 以下

,
監査審査

会) が設置された｡ 監査審査会は
, 平成15 年 5 月 に改正 された公認会計士法 を受けて , 公認会

計士審査会を改組 ･ 拡充 した金融庁の下部組織である｡ 監査審査会は 日本公認会計士協会によ

る ｢ 品質管理 レビ ュ ー

｣ の モ ニ タリ ング を行い , モ ニタリ ングの 実効性の確保 の ため に, 日本

公認会計士協会
,
監査法人

,
被監査会社等 に対 して立入検査 を行なうこ とが でき

, 不適切な行

為を発見 した場合には金融庁長官に懲戒処分を勧告でき る｡ 従来は
,
懲戒処分を前提 とした場

26

例え ば
,
C G A A

,
F in a l R e p o rt , p .5 6 を参照 .

27

s c hip p e r (2 0 03) を参考に した｡
28
F R C (2 0 0 3)

,
A n n u a l R e vie w

, p .5 7 を参照 o
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合 に限っ て調査権が認め られて いたが ,
懲戒処分を前提 としなくて も

,
監査法人に報告を求め

て業務改善を指示 し, 立入検査が可能 とな っ た｡ 常勤 の会長 1 名 と 9 名 の 委民 約40 人の 職員

で構成され て い る
29

｡

証 券取引等監視委員会は有価証券報告書等の 虚偽記載の検査
･ 調査を行な っ て い るが

,
強制

機能 として 十分で ある のか を検討する必要がある｡ 米国S E C の 研究 と共に, 英国, ドイツ, E U

な ど におけるパネル に関する研究はわが 国にお ける会計基準の強制に多大な示唆を与えるで あ

ろう｡
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